
第４回 一関地区広域行政組合 

一般廃棄物最終処分場整備候補地選定委員会 

日時 平成30年９月12日（水）午後３時～午後４時30分 

場所 いわて県民情報交流センターアイーナ 研修室811 

次 第 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 協  議 

（１）候補地選定手順の見直しについて 

（２）第１次選定の結果について 

（３）第２次選定の条件等について 

（４）その他 

４ そ の 他 

５ 閉  会 
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一般廃棄物最終処分場整備候補地選定委員会
H30.9.12 第４回会議資料

　第1次選定：必要面積等から整備可能地域の条件を設定し，法的規制や災害の影響など，不適切と考え

　　 られる地域を除外し，残った範囲から条件に適合する地域を抽出する。

　第2次選定：候補地を、アクセス性やインフラ整備の優位性，人口分布等の諸条件により、更に絞り込む。

　第3次選定：技術，環境，経済面などを総合的に評価して，合理的な箇所を複数選定する。

第1回 H30.3.19

第2回 H30.5.23

選定結果提示
第3回 H30.7.2

選定結果提示

第4回 H30.9.12

第5回 Ｈ30.12

選定結果提示

第6回 Ｈ31.4

第7回 Ｈ31.7

第8回 Ｈ31.10

最終処分場候補地選定の手順と考え方

候　補　地　選　定　フ　ロ　ー

●　委員会による候補地選定の手順は下図による。

● 検討は，以下の考え方に基づき，3段階で進める。

必要に応じて除外条件の追

加・削除を協議

最終評価

委員会協議内容

必要面積

自然的特性条件

社会的特性条件

法規制条件

評価基準値の設定

選定に関する検討項目

総合評価

機械的評価

①機械的評価の追加適用

②客観的評価の事前検討

アクセス等の優位性

インフラ整備の優位性

その他の選定条件

第1次選定

対象地調整

除外条件の協議

追加評価

客観的評価

比較評価(選定箇所比較)

(技術面の評価)

(環境面の評価)

(土地利用面の評価)

(経済面の評価)

(維持管理面の評価）

(その他項目の評価)

(現地確認（必要に応じて）)

第２次選定条件等

協議

相対的評価

第３次選定条件等

＋報告書内容

協議

報告書作成

選定委員会

開催時期

第1次選定

第１次選定結果決定

第２次選定結果決定

(10～20箇所程度）

第３次選定結果決定

(3～5箇所程度)

条件に基づき

選定結果資料作成

選定結果資料修正

条件に基づき

選定結果資料作成

条件に基づき選定結

果資料作成

報告書（案）作成

協議１



協議２　　第１次選定結果

　         　　最大　　704.4ha
　593エリア 　 最小　　　4.2ha
　           　 計　26,817.8ha{     }



一般廃棄物最終処分場整備候補地選定委員会 

H30.９.12 第４回会議資料 

協議３ 
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第２次選定の条件等について 

前回委員会で決定済みの「１．絞込み条件」に掲げる条件により絞込みを行った結果、十分な絞込み

ができず、多数の候補地が残ることとなったため、「２．追加絞込み条件」及び「３．簡易評価」による

更なる絞込みを行う。 

１．決定済み絞込み条件 

条   件 条件の考え方 絞込み方法 

学校、病院等から

の距離 

静寂が必要とされる、文教施設、

厚生施設に近接しない候補地を選

定する。 

・文教施設（学校、幼稚園等）から 

300m 以内でないこと。 

・厚生施設（病院、老人福祉施設等）から 

300m 以内でないこと。 

公共施設 

（国・県の機関） 住民の利用頻度の多い施設に近設

しない候補地を選定する。 

住民等が日常的に利用する施設（庁舎、保健セン

ター、市民センター、図書館、コミュニティセン

ター、社会体育施設、公園等）から 

300m 以内でないこと。 

公共施設 

（市町村の機関） 

インフラ整備状況 

（上水・下水） 

施設整備後、維持管理を行ってい

かなければならないことから、イ

ンフラ設備の整備状況を考慮した

候補地を選定する。 

道路線形に従って、電気、上水、下水が整備され

るため、管内主要道に隣接した土地を選定するこ

とにより、インフラ整備に優位性を確保できる。

・国道、主要地方道沿線の近隣に位置し、施設を

道路から１ｋｍ程度の範囲と考え、施設奥行を最

大 500ｍと想定することにより、道路両脇 1.5ｋｍ

の範囲内とする。 

・取付道路の想定路線が鉄道踏切、高規格道路、

河川等と交差し、高度な技術を要すると想定でき

る場合は除外する。 

・取付道路の想定接続先となる既存道路におい

て、大型車両の通行が困難な区間が存在する場合

は除外する。 

・取付道路の想定路線が適切な幅員や高さを確保

できない事象が存在する場合は除外する。 

・取付道路の新設・拡張が必要な距離が短い位置

とする。 

道路状況 

運搬の容易性、工事の容易性か

ら、整備された道路に近接した候

補地を選定する。 

土地造成の容易性 

造成費は事業に大きく影響するこ

とから、造成が容易と想定される

候補地を選定する。 

谷地を原則とするが、平地等を含めた柔軟な対応

とする。 

構造物等の有無 
施設整備に影響する構造物の影響

しない候補地を選定する。 

国道、地方主要道、工場等の大規模構造物の影響

のない場所とする。 
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２．追加絞込み条件（案） 

条   件 条件の考え方 絞込み方法(案) 

人口分布 

一般廃棄物の排出量は人口の分布と密

接な関係があるため、人口分布を考慮

した候補地を選定する。 

現時点では新たに整備する中間処理施設の整

備地が未定であるが、人口分布を考慮した場

所での選定が行われる見込みである。 

そのため、組合管内における人口重心を特定

し、その地点から半径 15㎞の範囲とする。 
運搬経費の経済性 

最終処分場は、中間処理施設からのみ

搬入を受けることから、運搬に係る経

費を抑えるため、中間処理施設からの

距離を考慮した候補地を選定する。 

３．簡易評価（案） 

「１．絞込み条件」及び「２．追加絞込み条件」で絞込みを行ってなお候補地の数が多数となるため、

別紙簡易評価（案）での順位付けによる絞込みを行う。 

※別紙簡易評価(案)は、内容を見直し次回の委員会において再提案することとされたため省略。


